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地理空間情報
打上げ予定日 ： 平成22年9月11日（土）

地理空間モデル（地理空間モデル（GeoGeo--spatial Information Dataspatial Information Data））

現実世界をモデル化してデータとして蓄積することで，高度で効率的な情報の
保存ができ，さらに様々な分析が可能となる．

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第8章 地理空間データモデルと空間分析」（橋本雄一）より



地理情報システム（地理情報システム（GIS: GIS: Geographical Information SystemGeographical Information System））

コンピュータ上で白地図データと属性データを統合し，
検索・分析・表示できるようにしたもの．

空間データ 人口

分析

検索

人口密度

分析

属性データ
コンピュータによる統合

男女比

可視化
（表示）

斜里町の地区別人口特性
（2000年国勢調査による）

GIS（地理情報システム）の歴史

19951995年年11月月1717日日

（地理情報シ テ ）の歴史

19951995年年11月月1717日日
阪神・淡路大震災阪神・淡路大震災

復旧活動の遅れ復旧活動の遅れ
→ 地理情報の必要性認識

国土空間データ基盤国土空間データ基盤

デジタル化され，全国で共用できる
地理空間情報の整備

→ 1990年代後半から電子地図が
急速に普及



地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

■ 1999年 電子国土
現実の国土の電子版（サイバースペース）を指す．

■ 1999年 電子国土
現実の国土の電子版（サイバースペース）を指す．

2000年代に国内の情報基

■ 2001年 e-Japan戦略
情報通信技術の普及と知識創発型社会の実現を目指す．

■ 2001年 e-Japan戦略
情報通信技術の普及と知識創発型社会の実現を目指す．

代 情
盤整備が進展．

地理空間情報に関する基本
■ 2002年 GISアクションプログラム2002－2005

■ 2006年 GISアクションプログラム2010

■ 2002年 GISアクションプログラム2002－2005

■ 2006年 GISアクションプログラム2010

空間情報 関する 本
法や基本計画が策定

■ 2007年 地理空間情報活用推進基本法
公布：2007年５月３０日法律第６３号，施行： 2007年８月２９日

空 情報 推進 施策 総 推進

■ 2007年 地理空間情報活用推進基本法
公布：2007年５月３０日法律第６３号，施行： 2007年８月２９日

空 情報 推進 施策 総 推進地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進．

■ 2008年 地理空間情報活用推進基本計画
2008年4月15日閣議決定 計画期間 平成２３年度まで

地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進．

■ 2008年 地理空間情報活用推進基本計画
2008年4月15日閣議決定 計画期間 平成２３年度まで2008年4月15日閣議決定，計画期間：平成２３年度まで

様々な地理空間情報が高度に活用される社会を構築するための政策を推進．

■ 2008年 地理空間情報の活用推進に関する実施計画（Ｇ空間行動プラン）

2008年4月15日閣議決定，計画期間：平成２３年度まで

様々な地理空間情報が高度に活用される社会を構築するための政策を推進．

■ 2008年 地理空間情報の活用推進に関する実施計画（Ｇ空間行動プラン）
平成２０年８月１日策定，平成２１年６月１０日更新
関係府省において推進する具体的施策の目標やその達成期間等をとりまとめ．
「地理空間情報活用推進会議」を中心として，地理空間情報の総合的・計画的な活用を推進．

平成２０年８月１日策定，平成２１年６月１０日更新
関係府省において推進する具体的施策の目標やその達成期間等をとりまとめ．
「地理空間情報活用推進会議」を中心として，地理空間情報の総合的・計画的な活用を推進．

地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

誰もが いつでも どこでも必要な地理空間情報を使

地理空間情報活用推進基本計画

誰もが，いつでも，どこでも必要な地理空間情報を使っ
たり，高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動でき
る地理空間情報高度活用社会の実現る地理空間情報高度活用社会の実現

（１）国土の利用、整備及び保全の推進等
（２）行政の効率化・高度化
（３）国民生活の安全・安心と利便性の向上
（ ）新たな産業 サ ビ の創出と発展（４）新たな産業・サービスの創出と発展

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』
（古今書院）「第1章 地理空間情報活用推進
基本法の成立」（橋本雄一，藤原達也）より



地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

地理空間情報地理空間情報 GeoGeo spatial Informationspatial Information

地理空間情報高度活用社会

地理空間情報地理空間情報 GeoGeo--spatial Informationspatial Information

「空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報」
（位置情報）や，それに関連付けられた情報．

基盤地図情報は「地理空間情報のうち，電子地図上における地理空間情報
の位置を定めるための基準となる測量の基準点，海岸線，公共施設の境界
線，行政区画その他の国土交通省令で定めるものの位置情報であって電磁
的方式により記録されたもの」

地理情報システム（ＧＩＳ）地理情報システム（ＧＩＳ）Geographic Information SystemGeographic Information System

的方式により記録されたもの」

衛星測位（衛星測位（PNTPNT））

地理空間情報の地理的な把握又は分析を可能とするため，電磁的方式によ
り記録された地理空間情報を電子計算機を使用して電子地図上で一体的に
処理する情報システム．

衛星測位（衛星測位（PNTPNT））Positioning, Navigation and TimingPositioning, Navigation and Timing

人工衛星から発射される信号を用いてする位置の決定及び当該位置に係る時刻に
関する情報の取得並びにこれらに関連付けられた移動の経路等の情報の取得．

衛星測位の重要性を明文化したことが基本法・計画の特徴

地理空間情報活用推進に関する政府の体制

○地理空間情報活用推進会議○地理空間情報活用推進会議
＜体制＞

議長 内閣官房副長官補
副議長 内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省の各担当局長級

構成員 その他の関係省庁の局長級（国土地理院長）
検討事項＜検討事項＞

①地理空間情報の活用の推進に共通する施策
②地理情報システムに係る施策
③衛星測位に係る施策

○地理空間情報活用推進会議幹事会
議長 内閣官房内閣審議官
議長代理 内閣官房内閣参事官
副議長 内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省

の各担当課長級の各担当課長級

構成員 その他関係省庁課長級（国土地理院企画部長）

○地理情報システムワーキンググループ
議長 内閣官房内閣参事官
議長代理 国土交通省国土計画局参事官

○衛星測位ワーキンググループ
議長 内閣官房内閣参事官
議長代理 内閣官房内閣参事官（宇宙開発戦略本部事務局）議長代理 国土交通省国土計画局参事官

副議長 国土交通省大臣官房技術調査課長

国土交通省国土地理院企画部長
構成員 その他関係省庁課長級

議長代理 内閣官房内閣参事官（宇宙開発戦略本部事務局）
副議長 内閣府、総務省、外務省、文部科学省、 経済産業省、

国土交通省 の各担当課長

構成員 その他関係省庁課長級（国土地理院企画部長）

○個人情報保護・知的財産に関する検討チーム
議長 国土交通省国土計画局参事官

議長代理 国土交通省国土地理院企画部長
構成員 その他関係省庁課長級

国土地理院地理空間情報企画室長

○国の安全に関する検討チーム
議長 内閣官房内閣参事官（安危）
構成員 その他関係省庁課長級

（国土地理院企画部長）

（国土地理院地理空間情報企画室長）

平成21年11月現在 国土交通省 国土地理院 田中 宏明氏 2009年１１月１６日発表資料による．



地理空間情報産学官連携協議会地理空間情報産学官連携協議会
平成２０年１０月１６日設置平成２０年１０月１６日設置

基本計画基本計画及び及びＧ空間行動プランＧ空間行動プランに基づき設置に基づき設置基本計画基本計画及び及びＧ空間行動プランＧ空間行動プランに基づき設置に基づき設置

地理空間情報に係る課題認識と情報の産学官の間での共地理空間情報に係る課題認識と情報の産学官の間での共
有を図り もって 地理空間情報の効果的な活用を推進す有を図り もって 地理空間情報の効果的な活用を推進す有を図り、もって、地理空間情報の効果的な活用を推進す有を図り、もって、地理空間情報の効果的な活用を推進す
ることを目的ることを目的

目的を達成するため 次の事項に関する意見交換 情報目的を達成するため 次の事項に関する意見交換 情報目的を達成するため、次の事項に関する意見交換、情報目的を達成するため、次の事項に関する意見交換、情報
提供等実施提供等実施

（１）地理空間情報の活用推進に係る重要課題及び政策の基本的方向（１）地理空間情報の活用推進に係る重要課題及び政策の基本的方向
（２）地理空間情報の活用推進に係る具体的施策の動向等（２）地理空間情報の活用推進に係る具体的施策の動向等（２）地理空間情報の活用推進に係る具体的施策の動向等（２）地理空間情報の活用推進に係る具体的施策の動向等
（３）地理空間情報に係る関連産業、技術・研究開発等の動向等（３）地理空間情報に係る関連産業、技術・研究開発等の動向等
（４）地理空間情報に係る国内外の学術の動向等（４）地理空間情報に係る国内外の学術の動向等
（５）その他地理空間情報に関し産学官が連携して取り組むべき課題（５）その他地理空間情報に関し産学官が連携して取り組むべき課題（５）その他地理空間情報に関し産学官が連携して取り組むべき課題（５）その他地理空間情報に関し産学官が連携して取り組むべき課題

「全体会議」（構成員全員が参加）と「ワーキンググループ」「全体会議」（構成員全員が参加）と「ワーキンググループ」
（必要に応じ個別のテーマ毎に設置）から構成（必要に応じ個別のテーマ毎に設置）から構成要 設 構要 設 構

9

国土交通省 国土地理院 田中 宏明氏 2009年１１月１６日発表資料による．

地理空間情報産学官連携協議会の体制

共通的な基盤技術に関する研究開発ＷＧ共通的な基盤技術に関する研究開発ＷＧ（平成20年10月16日設置）共通的な基盤技術に関する研究開発ＷＧ共通的な基盤技術に関する研究開発ＷＧ（平成20年10月16日設置）
目的：地理空間情報の利活用に資する共通的な基盤技術に関する研究開発

の情報交換等を実施する。
幹事：産・（財）衛星測位利用推進センター

学・東京大学空間情報科学研究センター長・教授
官 内閣府政策統括官（科学技術政策 ベ 担当）付

全
体
会

全
体
会 官・内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付

国土交通省国土地理院、国土交通省国土計画局

防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備ＷＧ防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備ＷＧ

会
議
会
議（

平
成
二

事
務
局内 防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備

（平成20年10月16日設置）
目的：防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備に向け

て、技術動向等に関する情報共有を図るとともに、今後の取り組みの方
向性について意見交換を実施する

二
〇
年
一

局内
閣
官
房
、 向性について意見交換を実施する。

幹事：産・（財）衛星測位利用推進センター連携協力推進本部長
LCDM推進フォーラム事務局長

学・名古屋大学大学院環境工学研究科教授
東京大学空間情報科学研究センター長・教授

〇
月
一
六

国
土
地
理 東京大学空間情報科学研究センタ 長 教授

官・内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付参事官
内閣府政策統括官（防災担当）付参事官

Ｇ空間ＥＸＰＯに関するＷＧＧ空間ＥＸＰＯに関するＷＧ（平成21年6月23日設置）

六
日
設
置
・

理
院
、
国
土 Ｇ空間ＥＸＰＯに関するＷＧＧ空間ＥＸＰＯに関するＷＧ（平成21年6月23日設置）

目的：新たな産業・サービスの創出や創意工夫を掘り起こす目的で実施される
G空間EXPOに関し、産学官で連携して、開催内容や運営方法・役割分
担等について検討する。

幹事 産 社 本 協会専務 事

開
催
）

土
計
画
局
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幹事：産・（社）日本測量協会専務理事
学・（社）地理情報システム学会長
官・内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付）

国土交通省国土地理院企画部長、国土交通省国土計画局参事官 国土交通省 国土地理院 田中 宏明氏

2009年１１月１６日発表資料による．



地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画

国の機関 産学官民が
地方公共団体 情報を付加して利用

・自治体のハザードマップ

基盤地図情報の
整備と提供 自治体 ザ ド ップ

・携帯電話による店舗の地図案内
・カーナビでの道路情報

など

備 提供

流通と更新により
社会的有効性を上昇

持続可能な情報イン

社会的有効性を上昇

国土地理院ホームページより

持続可能な情報イン
フラの構築

地理空間情報活用推進基本法第十六条
第 項に定める技術上の基準（ ）第１項に定める技術上の基準（１） 国土地理院WEBサイトによる．

目的及び適用範囲

この技術上の基準は、基盤地図情報の共用を推進することにより地理情報システムの普及を図るため、基
盤地図情報の整備及び更新における既存の基盤地図情報の利用及びシームレスな基盤地図情報の整備盤地図情報 整備及び更新における既存 基盤地図情報 利用及びシ な基盤地図情報 整備
に関する具体的な指針並びに基盤地図情報が適合すべき規格を定めるものである。

なお、基盤地図情報の整備は、基本測量、公共測量、水路測量(地理空間情報活用推進基本法第二条第三項
の基盤地図情報が満たすべき基準に関する国土交通省令第２条第２項に定める精度を満たすものに限
る )により行われるものであるが 当該測量を行う国及び地方公共団体は 法第１６条第２項の規定る。)により行われるものであるが、当該測量を行う国及び地方公共団体は、法第１６条第２項の規定
に基づき、本技術上の基準に適合して当該測量を実施するものとする。

既存の基盤地図情報の利用基準既存の基盤地図情報の利用基準

基盤地図情報の整備又は更新を行おうとするとき、その整備又は更新の対象箇所について、位置情報がそ
の基盤地図情報と同等以上の別の基盤地図情報がある場合には、当該情報が現状を適切に反映してい
るときには 当該既存の基盤地図情報をそのまま用いて当該基盤地図情報の整備又は更新を行うものるときには、当該既存の基盤地図情報をそのまま用いて当該基盤地図情報の整備又は更新を行うもの
とする。

ただし、既存の基盤地図情報を重ね合わせることにより問題が発生する場合は、必要な情報内容の調整を
行うものとする。



広域のシームレスな基盤地図情報の整備の運用例

1:1000

国土地理院WEBサイトによる．

基盤地図情報の項目の図示

基盤地図情報項目の表示イメージ

基盤地図情報の項目の図示

表

国土地理院WEBサイトによる．



基盤地図情報の整備基盤地図情報の整備基盤地図情報の整備基盤地図情報の整備

国（国土交通省 国土地理院）
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公
共
測
量
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図 都道府県 量

成
果
な

図
情
報

市町村

な
ど

三重県や岐阜県などでは，うまくシステムが構築できている．

北海道の電子自治体共通基盤『北海道電子自治体プラットフォーム北海道の電子自治体共通基盤『北海道電子自治体プラットフォ ム
（略称ＨＡＲＰ：Harmonized Applications Relational Platform）』
は，このシステムに関係していない．

基盤地図情報の整備基盤地図情報の整備基盤地図情報の整備基盤地図情報の整備

国（国土交通省 国土地理院）

公
基
盤

都道府県

公
共
測
量

盤
地
図予算などの関係で これ以上2500の範囲を拡大するのは困難都道府県 量

成
果
な

図
情
報

予算などの関係で，これ以上2500の範囲を拡大するのは困難

市町村

な
ど

三重県や岐阜県などでは，うまくシステムが構築できている．

北海道の電子自治体共通基盤『北海道電子自治体プラットフォーム北海道の電子自治体共通基盤『北海道電子自治体プラットフォ ム
（略称ＨＡＲＰ：Harmonized Applications Relational Platform）』
は，このシステムに関係していない．



地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画

（（p.1p.1）ＧＩＳ）ＧＩＳはは19701970年代から使われはじめて年代から使われはじめて
いる。我が国においても国土数値情報の整いる。我が国においても国土数値情報の整る。我 国 お も国 数値情報 整る。我 国 お も国 数値情報 整
備・公開、都市計画ＧＩＳの開発、デジタルマッ備・公開、都市計画ＧＩＳの開発、デジタルマッ
ピングシステムの規格の策定などを行ってきピングシステムの規格の策定などを行ってきピングシステムの規格の策定などを行ってきピングシステムの規格の策定などを行ってき
たが、たが、平成平成77年の阪神・淡路大震災を契機に年の阪神・淡路大震災を契機に
その重要性が改めて認識されその重要性が改めて認識され 国は「地理情国は「地理情その重要性が改めて認識されその重要性が改めて認識され、国は「地理情、国は「地理情
報システム（ＧＩＳ）関係省庁連絡会議」を設置報システム（ＧＩＳ）関係省庁連絡会議」を設置

ががし、政府が一体となってＧＩＳ政策を推進してし、政府が一体となってＧＩＳ政策を推進して
きたきた

2012/2/22012/2/2

地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画

（（p.2p.2））誰もがいつでもどこでも必要な地理空誰もがいつでもどこでも必要な地理空
間情報を使ったり、高度な分析に基づく的確間情報を使ったり、高度な分析に基づく的確間情報を使 り、高度な分析 基 く的確間情報を使 り、高度な分析 基 く的確
な情報を入手し行動できる地理空間情報高な情報を入手し行動できる地理空間情報高
度活用社会の実現を目指す度活用社会の実現を目指す度活用社会の実現を目指す。度活用社会の実現を目指す。
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地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画

（（p 2p 2））（１）国土の利用 整備及び保全の推進等（１）国土の利用 整備及び保全の推進等（（p.2p.2））（１）国土の利用、整備及び保全の推進等（１）国土の利用、整備及び保全の推進等
災害災害対策については、ＧＩＳを用いて洪水や地震の被害推計に関す対策については、ＧＩＳを用いて洪水や地震の被害推計に関す

る精緻な数値シミュレーションや分かりやすい視覚化が可能となってる精緻な数値シミュレーションや分かりやすい視覚化が可能となって
いる 既に地震防災情報システム（ＤＩＳ）により 地震発生直後の被いる 既に地震防災情報システム（ＤＩＳ）により 地震発生直後の被いる。既に地震防災情報システム（ＤＩＳ）により、地震発生直後の被いる。既に地震防災情報システム（ＤＩＳ）により、地震発生直後の被
災状況の推計を行い、関係機関がその結果を初動体制の立ち上げ災状況の推計を行い、関係機関がその結果を初動体制の立ち上げ
等の判断材料としている。また、平成等の判断材料としている。また、平成1616年新潟県中越地震や平成年新潟県中越地震や平成
1919年新潟県中越沖地震でみられたように 諸機関の協力により 土年新潟県中越沖地震でみられたように 諸機関の協力により 土1919年新潟県中越沖地震でみられたように、諸機関の協力により、土年新潟県中越沖地震でみられたように、諸機関の協力により、土
砂災害などの範囲や現場写真などを砂災害などの範囲や現場写真などをＧＩＳ上に集約、提供し、情報をＧＩＳ上に集約、提供し、情報を
共用することにより、的確な応急・復旧対策を行うことが可能となる。共用することにより、的確な応急・復旧対策を行うことが可能となる。
さらに 罹災証明発行業務において 窓口職員が被災者の被災状況さらに 罹災証明発行業務において 窓口職員が被災者の被災状況さらに、罹災証明発行業務において、窓口職員が被災者の被災状況さらに、罹災証明発行業務において、窓口職員が被災者の被災状況
を確認する際、被災現況写真等の現地情報の集約・管理にＧＩＳ・衛を確認する際、被災現況写真等の現地情報の集約・管理にＧＩＳ・衛
星測位を活用するなど、防災分野はＧＩＳ・衛星測位の活用により大星測位を活用するなど、防災分野はＧＩＳ・衛星測位の活用により大
きな効果を期待できる分野きな効果を期待できる分野である。今後、例えば、地すべりセンサーである。今後、例えば、地すべりセンサーきな効果を期待できる分野きな効果を期待できる分野である。今後、例えば、地す りセンサである。今後、例えば、地す りセンサ
や地球観測衛星等と連携することにより災害を予測したり、災害の状や地球観測衛星等と連携することにより災害を予測したり、災害の状
況を迅速に把握し、復旧・復興の取組を支援する仕組みが構築され況を迅速に把握し、復旧・復興の取組を支援する仕組みが構築され
ることが期待される。ることが期待される。
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東日本大震災（東日本大震災（20112011年年33月月1111日）発生日）発生東日本大震災（東日本大震災（20112011年年33月月1111日）発生日）発生
東北東北地方太平洋沖地方太平洋沖地震地震がが，，三陸沖を震源として三陸沖を震源として20112011年（平成年（平成2323）年）年33月月
1111日日1414時時4646分に分に発生発生．．
東北東北地方を中心に強い揺れによる被害をもたらしたほか，東日本の太平地方を中心に強い揺れによる被害をもたらしたほか，東日本の太平
洋沿岸の広い範囲で津波による甚大な被害をもたらした洋沿岸の広い範囲で津波による甚大な被害をもたらした．．
最大震度は宮城県栗原市で観測最大震度は宮城県栗原市で観測されたされた震度震度77．．宮城県宮城県，福島県，茨城県，福島県，茨城県震震 震震
，栃木県の各地で震度，栃木県の各地で震度66強強．（．（気象庁『気象庁『「平成「平成23 23 年年(2011 (2011 年年))東北地方太東北地方太
平洋沖地震」について（第平洋沖地震」について（第1616報）報）』』（（ 33月月1313日日発表）発表）によるによる））
マグニチュードマグニチュードは，は，日本国内日本国内でのでの観測観測史上最史上最大規模大規模であるである9.09.0．．（（気象庁『気象庁『
「平成「平成2323 年年(2011(2011 年年))東北地方太平洋沖地震」について（東北地方太平洋沖地震」について（第第2828報報）』）』（（ 33月月「平成「平成23 23 年年(2011 (2011 年年))東北地方太平洋沖地震」について（東北地方太平洋沖地震」について（第第2828報報）』）』（（ 33月月
2525日日発表）発表）によるによる））

地理空間情報活用推進基本計画の要である「基盤地図情報」は地理空間情報活用推進基本計画の要である「基盤地図情報」は→→地理空間情報活用推進基本計画の要である「基盤地図情報」は地理空間情報活用推進基本計画の要である「基盤地図情報」は
役立ったのか？役立ったのか？

震 生震 生 各省庁各省庁 「「基盤 情報基盤 情報 を 成 確を 成 確地震発生１週間以内に，地震発生１週間以内に， 各省庁各省庁で「で「基盤地図情報基盤地図情報」を用いた成果は確認」を用いた成果は確認
できず．できず．
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地震発生３日後の内閣官房地震発生３日後の内閣官房WEBWEBサイトサイト地震発生３日後の内閣官房地震発生３日後の内閣官房WEBWEBサイトサイト
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地震発生３日後の地震発生３日後の内閣府防災情報内閣府防災情報
WEBWEBサイトサイト
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地震地震発生発生1010日後の日後のGoogleGoogle災害情報災害情報
WEBWEBサイトサイト
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東日本東日本大震災の津波被害に関する分析方法大震災の津波被害に関する分析方法東日本東日本大震災の津波被害に関する分析方法大震災の津波被害に関する分析方法

「「基盤地図情報基盤地図情報」の役立つ方法を探る」の役立つ方法を探る「「基盤地図情報基盤地図情報」の役立つ方法を探る．」の役立つ方法を探る．
津波被害を分析し，同じ津波被害を分析し，同じ津波がきた津波がきた場合に備える．場合に備える．

【【具体的方法具体的方法】】【【具体的方法具体的方法】】
33種類の地理空間情報を種類の地理空間情報をGISGISでで重ね合わせ重ね合わせ，被災状況の把握を行う，被災状況の把握を行う．．
11つ目の情報は，国土地理院のつ目の情報は，国土地理院の基盤地図情報（縮尺レベル基盤地図情報（縮尺レベル25002500あるいあるい
はは2500025000））であり れには被災地にであり れには被災地におけるおける海岸線 市町村界 道路海岸線 市町村界 道路はは2500025000））であり，これには被災地にであり，これには被災地におけるおける海岸線，市町村界，道路，海岸線，市町村界，道路，
鉄道，建築物鉄道，建築物などの情報などの情報がが収納収納されている．されている．（（http://http://fgd.gsi.go.jp/fgd.gsi.go.jp/））
22つ目の情報は，国土地理院がつ目の情報は，国土地理院が33月月1212日に撮影した被災後の日に撮影した被災後の空中写真（空中写真（
正射画像デ タ正射画像デ タ））でありであり 被災後被災後における個々の建物の様子などを確認における個々の建物の様子などを確認正射画像データ正射画像データ））であり，であり，被災後被災後における個々の建物の様子などを確認における個々の建物の様子などを確認
できる．ただし，この空中写真には位置情報が付されていないためできる．ただし，この空中写真には位置情報が付されていないため，，GISGIS
ののジオリファレンス機能ジオリファレンス機能によりにより，経，経緯度緯度情報情報をを付与．付与．
３つ目３つ目の情報は 国土地理院のの情報は 国土地理院の数値標数値標高モデル高モデル（（ 10m10mメッシュ標高メッシュ標高））でで３つ目３つ目の情報は，国土地理院のの情報は，国土地理院の数値標数値標高モデル高モデル（（ 10m10mメッシュ標高メッシュ標高））でで
あり，これにより広域に関して詳細な標高を知ることができる．あり，これにより広域に関して詳細な標高を知ることができる．このこの情報情報
により，により，1m1mごとの標高を地図化するごとの標高を地図化する．．

2012/2/22012/2/2



東日本東日本大震災の津波被害に関する分析方法大震災の津波被害に関する分析方法東日本東日本大震災の津波被害に関する分析方法大震災の津波被害に関する分析方法
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東日本東日本大震災の津波被害の状況大震災の津波被害の状況
（大船渡市：大船渡駅周辺）（大船渡市：大船渡駅周辺）
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東日本大震災の津波被害の状況東日本大震災の津波被害の状況
（大船渡市（大船渡市：盛川右岸）：盛川右岸）
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釧路市中心市街地釧路市中心市街地 QuantumGISにより橋本作成．

2012/2/22012/2/2 釧路市にも似たような地形．
そこに7カ所の避難場所がある．



東日本大震災の津波被害の状況東日本大震災の津波被害の状況
（石巻市）（石巻市）
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東日本大震災の津波被害の状況東日本大震災の津波被害の状況
（左：陸前高田市 右：南三陸町）（左：陸前高田市 右：南三陸町）（左：陸前高田市，右：南三陸町）（左：陸前高田市，右：南三陸町）
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東日本大震災の津波被害の東日本大震災の津波被害の状況（仙台空港）状況（仙台空港）東日本大震災の津波被害の東日本大震災の津波被害の状況（仙台空港）状況（仙台空港）

空港周辺は窪地
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釧路市中心市街地釧路市中心市街地

釧路駅周辺は窪地釧路駅周辺は窪地．

釧路川
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釧路川



東日本東日本大震災の津波被害に関する分析結果大震災の津波被害に関する分析結果震震

リアス式海岸に市街地がある大船渡市，陸前高田市，南三陸町などでは，津波被害がリアス式海岸に市街地がある大船渡市，陸前高田市，南三陸町などでは，津波被害が標標
高高5m5m以下の地域以下の地域で著しい．特に，建物ごと流されている地域はで著しい．特に，建物ごと流されている地域は標高標高5m5m以下である．以下である．

それそれに対して，段丘上（主に標高に対して，段丘上（主に標高10m10m以上）に位置する家屋の被害は少ない．なお，標高以上）に位置する家屋の被害は少ない．なお，標高
5m5m～～10m10mの部分は段丘崖となっており家屋の立地が少ない．の部分は段丘崖となっており家屋の立地が少ない．

大船渡駅周辺の場合には，大船渡駅周辺の場合には，標高標高55ｍｍ以下以下，，海岸海岸からから700m700mのの範囲範囲に被害が集中している．に被害が集中している．

大船渡駅大船渡駅のの北方北方にあるにある盛川右岸盛川右岸地域では，地域では，市街地市街地のの一部が一部が津波被害を津波被害を受けて受けており，おり，ここここもも
海岸から海岸から700m700mの地点の地点でである．ある．標高標高のデータを重ね合わせてみると，のデータを重ね合わせてみると，ここここはは段丘段丘の開析の開析谷谷
であであり，谷地形であるため津波の勢いが減衰されず，り，谷地形であるため津波の勢いが減衰されず，標高標高55ｍｍ以上の地域まで被害を受け以上の地域まで被害を受け
ているているている．ている．

大船渡市大船渡市の西に位置する陸前高田市の西に位置する陸前高田市や宮城県南三陸町や宮城県南三陸町ででもも，，標高標高55ｍｍ以下の範囲で被害以下の範囲で被害
がが著しい著しい．しかし，これら地域では．しかし，これら地域では海岸から海岸から1,500m1,500mを超えたを超えた範囲範囲でもでも建築物建築物が流されてが流されていい
るる．．

標高標高5m5m以下以下のの建築物建築物であれば，海岸からであれば，海岸から遠距離遠距離でもでも押し流す押し流すだけの威力をもってだけの威力をもっていた．いた．

リアス式リアス式海岸ではない地域にある海岸ではない地域にある仙台仙台空港空港周辺周辺（（名取市名取市，，岩沼市岩沼市））ををみると，津波にみると，津波によってよって
東北本線東北本線まで入り込んだ水まで入り込んだ水が溜まったが溜まったままままになっているになっている．標高．標高をみるとをみると空港空港周辺は周辺は窪地に窪地に
なっており，そのなっており，そのためため自然に排水されない状態である自然に排水されない状態であることことがわかる．がわかる．

この地域においても，この地域においても，閖上閖上地区など海岸から地区など海岸から1,000m1,000m以内以内の集落は家屋が押し流される被の集落は家屋が押し流される被
害を受けている．害を受けている．

式式海岸 方が津波 威力は大き が それ 外 地域 も海岸 方が津波 威力は大き が それ 外 地域 も標高標高 海岸から海岸からリアス式リアス式海岸の方が津波の威力は大きいが，それ以外の地域でも海岸の方が津波の威力は大きいが，それ以外の地域でも標高標高5m5m，，海岸から海岸から
1,000m1,000m以内（少なくとも以内（少なくとも700m700m以内）では壊滅的被害を受ける危険性がある．以内）では壊滅的被害を受ける危険性がある．2012/2/22012/2/2

『想定地震見直しに係る検討報告書』で取り上げられている想定震源域

2012/2/22012/2/2

北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会想定地震見直しに係るワーキンググループ（2011）により作成．



日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害想定日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害想定

2012/2/22012/2/2
参考文献；「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報告」(平成18年1月25日)

北海道開発局北海道開発局 地震津波対策アクションプラン（地震津波対策アクションプラン（平成平成1818年年1212月）月）
日本日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害想定想定日本日本海溝 千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害海溝 千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害想定想定

津波想定ではなく震源想定

【検討対象とする地震】
・過去に大きな地震（M7程度以上）の発生が確認されているもの。

津波想定ではなく震源想定

過去に大きな地震（M7程度以上）の発生が確認されているもの。
・大きな地震が繰り返し発生しているものについては、近い将来発生する可能性が

高いと考え、防災対策の検討対象とする。
・大きな地震が発生しているが繰り返しが確認されていないものについては、発生

2012/2/22012/2/2
参考文献；「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報告」(平成18年1月25日)

大 震 発 繰り 確認 、発
間隔が長いものと考え検討対象から除外する。



北海道開発局北海道開発局 地震津波対策アクションプラン（地震津波対策アクションプラン（平成平成1818年年1212月）月）
日本日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害想定想定日本日本海溝 千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害海溝 千島海溝周辺海溝型地震の発生予測及び被害想定想定
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源
想
定

の
確
率
で
来

自治体の
判断

定 来
る
か
？津波が来たらどの程度の被害が出るか？

【検討対象とする地震】
・過去に大きな地震（M7程度以上）の発生が確認されているもの。過去に大きな地震（M7程度以上）の発生が確認されているもの。
・大きな地震が繰り返し発生しているものについては、近い将来発生する可能性が

高いと考え、防災対策の検討対象とする。
・大きな地震が発生しているが繰り返しが確認されていないものについては、発生

2012/2/22012/2/2
参考文献；「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報告」(平成18年1月25日)

大 震 発 繰り 確認 、発
間隔が長いものと考え検討対象から除外する。
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オホーツク沿岸は比較的安全

渡島半島および
噴火湾沿岸は
対策が必要な
自治体が多い

2012/2/22012/2/2

東日本東日本大震災の津波被害に関する分析結果大震災の津波被害に関する分析結果
を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析

標高標高5m5m，，海岸から海岸から1,000m1,000m以内（少なくとも以内（少なくとも700m700m以内）で以内）で
は壊滅的被害を受ける危険性がある．は壊滅的被害を受ける危険性がある．

そ でそ で 北海道沿岸に位置する北海道沿岸に位置する7474市町村に対し 国土地理市町村に対し 国土地理そこでそこで，北海道沿岸に位置する，北海道沿岸に位置する7474市町村に対し，国土地理市町村に対し，国土地理
院の基盤地図情報院の基盤地図情報2500025000をベースマップとして，をベースマップとして，1m1mごとのごとの
標高（標高（50m50mメッシュ） 海岸からの距離（メッシュ） 海岸からの距離（500m500m 700m700m標高（標高（50m50mメッシュ），海岸からの距離（メッシュ），海岸からの距離（500m500m，，700m700m，，
1,000m1,000m），役所の位置を入力し，役所の標高と海岸からの），役所の位置を入力し，役所の標高と海岸からの
距離を算出した．距離を算出した．

これら情報の組み合わせから，これら情報の組み合わせから，標高標高5m5mかつ海岸かつ海岸からから
1,000m1,000m以内にあり，津波被害で以内にあり，津波被害でHQHQ機能（地域統括機能）機能（地域統括機能）
を喪失する危険性のある自治体を分析した．を喪失する危険性のある自治体を分析した．

2012/2/22012/2/2



東日本東日本大震災の津波被害に関する分析結果大震災の津波被害に関する分析結果東日本東日本大震災の津波被害に関する分析結果大震災の津波被害に関する分析結果
を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析

（分析結果）（分析結果）（分析結果）（分析結果）

その結果，その結果，釧路市釧路市やや室蘭市室蘭市などが，この条件に該当した．特などが，この条件に該当した．特
に 函館市や北斗市などに 函館市や北斗市など渡島半島に位置する市町村渡島半島に位置する市町村が数多が数多に，函館市や北斗市などに，函館市や北斗市など渡島半島に位置する市町村渡島半島に位置する市町村が数多が数多
く，当該条件に該当した．く，当該条件に該当した．

これら自治体はこれら自治体は 骨格デ タのバックアップセンタ への保骨格デ タのバックアップセンタ への保これら自治体は，これら自治体は，骨格データのバックアップセンターへの保骨格データのバックアップセンターへの保
存存や，や，役所被災時の役所被災時のHQHQ機能（地域統括機能）の安全場所へ機能（地域統括機能）の安全場所へ
の移設の移設など 非常時の対策を急ぎ用意することが必要であなど 非常時の対策を急ぎ用意することが必要であの移設の移設など，非常時の対策を急ぎ用意することが必要であなど，非常時の対策を急ぎ用意することが必要であ
る．る．

骨格データの骨格データのバックアップでは，データセンターの設置が不バックアップでは，データセンターの設置が不骨格デ タ骨格デ タ ックアッ ，デ タ タ 設置 不ックアッ ，デ タ タ 設置 不
可欠であり，その際には可欠であり，その際には自治体クラウドの構築自治体クラウドの構築などを考慮になどを考慮に
入れるべきである．入れるべきである．

2012/2/22012/2/2

東日本東日本大震災の津波被害に関する分析結果大震災の津波被害に関する分析結果
を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析

自治体クラウド：近年さまざまな分野で活用が進んでいるクラウドコンピューティングを自治体クラウド 近年さまざまな分野で活用が進んでいるクラウド ンピ ティングを
電子自治体の基盤構築にも活用する試み．
総務省WEBサイト（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/index.html）

戸籍などは法律上，自治体
外での保管が認められない
ので，どうするか？

2012/2/22012/2/2



東日本東日本大震災の津波被害に関する分析結果大震災の津波被害に関する分析結果東日本東日本大震災の津波被害に関する分析結果大震災の津波被害に関する分析結果
を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析を用いた北海道沿岸自治体の津波危険性分析

（今後の課題）（今後の課題）（今後の課題）（今後の課題）

今後は，より詳細な標高データ（今後は，より詳細な標高データ（LPLP標高，標高，5m5m，，10m10mメッシュメッシュ
標高）を用いて分析を行う標高）を用いて分析を行う標高）を用いて分析を行う．標高）を用いて分析を行う．

役所の立地場所以外の集落なども分析対象に含める．役所の立地場所以外の集落なども分析対象に含める．

国勢国勢調査調査など 統計資料を組み合わせ 危険地帯の年齢別など 統計資料を組み合わせ 危険地帯の年齢別国勢国勢調査調査など，統計資料を組み合わせ，危険地帯の年齢別など，統計資料を組み合わせ，危険地帯の年齢別
人口などを算出する．人口などを算出する．

GISGISを用いて避難に関する最適ルート算出および周知のたを用いて避難に関する最適ルート算出および周知のたGISGISを用いて避難に関する最適ルート算出および周知のたを用いて避難に関する最適ルート算出および周知のた
めの方法の開発を行う．めの方法の開発を行う．

各自治各自治体に政策立案の基礎資料を提出する体に政策立案の基礎資料を提出する各自治各自治体に政策立案の基礎資料を提出する．体に政策立案の基礎資料を提出する．

基盤地図情報の整備・活用・流通の検討
積雪期に関する分析が重要
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基盤地図情報の整備 活用 流通の検討

基盤地図情報に関する課題基盤地図情報に関する課題
避難経路などを作成するために必要な道路中心線がない．避難経路などを作成するために必要な道路中心線がない．

基盤地図情報による道路中心線の作成事例
道路中心線の作成には株式会社マプコン製PC-Mappingを使用

2012/2/22012/2/2
北海道沿岸自治体へのアンケートでは，ハザードマップ作成のために
道路データの要望が極めて高い．



北海道で想定される巨大地震と災害時における地北海道で想定される巨大地震と災害時における地
理空間情報の利活用に理空間情報の利活用についての問題（総括）ついての問題（総括）理空間情報の利活用に理空間情報の利活用についての問題（総括）ついての問題（総括）

地震・津波

自然現象（地震，津波など）
を研究するための人・組織

これらを結ぶ情報流通に関する
研究が少ない研究が少ない．
人材や組織の点で，きわめて脆弱．

情報の整備と流通は，一般には
自治体の仕事と理解されている

人文 社会現象（避難など）

自治体の仕事と理解されている．

人文・社会現象（避難など）
を研究するための人・組織

GISや地理空間情報の整備，
人材育成が進んでいる自治体は少ない．
防災に関する人的余裕がない．

2012/2/22012/2/2 避難

釧路市中心市街地釧路市中心市街地DIGの範囲

2012/2/22012/2/2



釧路市中心市街地釧路市中心市街地

DIGの範囲DIGの範囲

釧路川

2012/2/22012/2/2

釧路川

釧路市中心市街地釧路市中心市街地

釧路川
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釧路川



北海道で想定される巨大地震と災害時における地北海道で想定される巨大地震と災害時における地
理空間情報の利活用に理空間情報の利活用についての問題（総括）ついての問題（総括）理空間情報の利活用に理空間情報の利活用についての問題（総括）ついての問題（総括）

地理空間情報に関する情報流通促進が急務

○ 情報補完
地震・津波

自然現象（地震，津波など）

○ 情報補完
・使いにくい情報を使いやすく．
・初心者でもわかるようにマニュアル整備．

○ データ使用許可の簡略化
を研究するための人・組織

これらを結ぶ情報流通に関する

○ デ タ使用許可 簡略化
・ワン・ストップ・エージェンシーの設立．

研究が少ない．
人材や組織の点で，きわめて脆弱．

情報の整備と流通は，一般には
自治体の仕事と理解されている

人文 社会現象（避難など）

自治体の仕事と理解されている．

人文・社会現象（避難など）
を研究するための人・組織

GISや地理空間情報の整備，
人材育成が進んでいる自治体は少ない．
防災に関する人的余裕がない．

2012/2/22012/2/2 避難

日 時：平成24年1月26日（木）13:00～16:30
会 場：札幌第1合同庁舎講堂

第9回北海道測量技術講演会第9回北海道測量技術講演会
「北海道で想定される巨大地震と災害時における地理空間情報の利活用について」

ご清聴ありがとうございました．

地震・津波の対策における地震・津波の対策におけるGISGISと基盤地図情報の活用と基盤地図情報の活用

北海道大学大学院文学研究科北海道大学大学院文学研究科 教授教授北海道大学大学院文学研究科北海道大学大学院文学研究科 教授教授

橋本橋本 雄一雄一 博士（理学）博士（理学）

Yuichi HASHIMOTO, Ph.D. (Science)Yuichi HASHIMOTO, Ph.D. (Science)
il: @ hi i l t h k d i jil: @ hi i l t h k d i jee--mail: you@chiri.let.hokudai.ac.jpmail: you@chiri.let.hokudai.ac.jp準天頂衛星：みちびき

ＧＩＳ衛星測位

地理空間情報
打上げ予定日 ： 平成22年9月11日（土）


